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序言

　農業は、食料の安定的な供給や地方活性
化等の観点からきわめて重要な産業であ
る。しかし、日本の農業は現在、厳しい状
況に置かれている。たとえば、農業人口は
2016 年に 200 万人を下回り、平均年齢も
66 歳と高齢化が進行している。また、農
地面積の減少、耕作放棄地の拡大も大きな
問題となっている。
　こうした状況を打破するために、政府は
「攻める農業」を標榜して農業を成長産業
化するさまざまな対策を講じているほか、
官民こぞって農業 ICTを活用した省力化、
高度化や、営農の新規参入者や既存農業従
事者に対するアグリファイナンスの円滑化
等に注力する動きがみられている。
　本稿では、まず日本の農業の現状と課題
をみた後、国土が狭小にもかかわらず農産
物の輸出大国として成功しているオランダ
の農業の特徴を概観する。
　次いで、スマート農業とかアグリテック
と呼ばれる農業 ICT について、それがど
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のように農作業の現場に活用されている
か、具体例を取りあげながら検討する。
　そして、金融面から農業の成長を支える
アグリファイナンスについて、その手法を
分析する。

第 1部　日本の農業の現状と課題

1.　日本の農業の現状

　日本の農業の現状を、農業経営体、農業
労働力、農地の各動向を通して概観すると、
次の通りである 1。

（1）農業経営体の経営状況

　販売農家（販売農家の概念は表 1参照）
の数は、2015 年で 133 万戸となり 10 年前
に比すると 32％減少している。一方、農
産物販売金額規模別の販売農家数は、5,000
万円以上の階層が増加に転じている。
　販売農家における農産物の出荷先は、農
協の割合が高いが、農産物販売金額が大き
い販売農家ほど農協以外の出荷先へ分散す
る傾向にあり、農産物の販売ロットが大き
くなることで食品製造業や外食産業との直
接取引が進展している。
　一方、2015 年の水田作の販売農家数は
113 万戸となり、10 年前に比すると 35％
減少している。経営耕地面積規模別には、

表 1　農家の分類

（出所）農林水産省「農林業経営体分類」
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北海道で 15ha 以上層が増加する一方、そ
の他の階層は減少しており、また都府県
でも、5ha 以上の各階層が増加する一方、
5ha 未満の各階層が減少する、というよう
に、水田作の販売農家の大規模化が進展し
ている。
　一方、法人経営体をみると、2015 年の
法人経営体数は10年前の2.2倍の1万8,857
経営体となっている。こうした法人経営体
数の増加に伴い、農産物販売金額全体に占
める法人経営体の販売金額シェアは 10 年
前の 15％から 27％と大きく増加しており、
農業生産における存在感が増している状況
にある。
　なお、日本再興戦略（2013 年 6 月閣議
決定）は、2023 年までに法人経営体数を
2010 年比約 4 倍の 5 万法人とする目標を
掲げている。

（2）農業労働力
　販売農家における基幹的農業従事者数は
2015 年に 175 万人となり、10 年前に比す
ると 22％減少している。ここで、基幹的
農業従事者は、自営農業に主として従事し
た世帯員のうち、普段の主な状態が農業で
ある者をいう。
　しかし、販売規模が大きい販売農家では
基幹的農業従事者数は増加しており、平均
年齢も若い状況にある。
　具体的には、農産物販売金額規模別の基
幹的農業従事者数は、2005 ～ 2010 年の 5
年間と比すると、2010 ～ 2015 年の 5 年間
で 5,000 万円以上の各階層が増加に転じて
いる。
　また、2015 年の販売農家における基幹

的農業従事者の平均年齢は 67.0 歳で、10
年前に比すると 2.8 歳、高齢化が進行して
いるものの、農産物販売金額が大きいほど
平均年齢が低くなる傾向にあり、販売金額
が 5,000 万円以上の各階層では 55 歳未満
となっている。
　一方、法人経営体における常雇い人数
は 10万 4,285 人と 10 年間で倍増している。
また、2015 年の法人経営体における常雇
いのうち、44 歳以下の割合は 47％となり、
法人経営体が若い農業者の受皿として大き
な役割を果たしていることが明らかであ
る。

（3）農地
　近年、農地面積は緩やかな減少傾向で推
移している。農地面積全体に占める法人経
営体の面積シェアは、10 年前の 2.5％から
7.2％に上昇し、農地利用における存在感
が増大している。
　2015 年 4 月に、農業委員会が整備して
いる農地基本台帳に基づく農地情報が電子
化・地図化されて、全国農業委員会ネット
ワーク機構が一括して公開する農地情報公
開システム（全国農地ナビ）が稼働を開始
した。全国農地ナビにより、インターネッ
トを利用して経営規模の拡大や新規参入を
希望する者が全国から条件の合う農地を探
したり、機構や市町村・農業委員会が農地
情報を発信したりできるようになった。

2.　日本の農業の課題と対策

　日本の農業を取り巻く状況は厳しさを増
している。農業生産額が大きく減少する中
で、農業従事者の高齢化が進行し、耕作放
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棄地は、滋賀県全体と同じ規模になってい
る 2。
　一方、食料の需要面をみると、国内市場
は、高齢化や人口減少の進行によって縮
小傾向をさらに明確化することが予想され
る。これに対して、世界の食料需要は、人
口増大や経済成長に伴って、穀物を中心に
中長期的に需要拡大が続くと見込まれる。
　こうした状況にあって、日本農業の持続
的発展の実現には、農業の競争力強化を図
り、質量の両面から内外の需要を汲み取っ
ていくことが極めて重要となる。
　そして、農業が抱えるさまざまな課題の
解決に向けて、政府は総理を本部長とする
「農林水産業・地域の活力創造本部」を設
置した。

（1）農林水産業・地域の活力創造プラン
　農林水産業・地域の活力創造本部は、
2013 年 12 月に「農林水産業・地域の活力
創造プラン」を取りまとめ、また 2014 年
6 月に、その後の規制改革と産業競争力強
化に係る検討の結果を追加して改訂が行わ
れた 3。
　この活力創造プランでは、「強い農林水
産業」、「美しく活力ある農山漁村」を実現
するために、農林水産業を産業として強く
する産業政策と、国土保全といった多面的
機能を発揮するための地域政策を車の両輪
として、4本柱を掲げている。そして、こ
うした施策の実行により、農業・農村全体
の所得を今後 10 年間で倍増させることを
目指している。
①需要フロンティアの拡大
・�食文化・食産業のグローバル展開による

輸出促進（オールジャパンの輸出体制整
備等）
・�国内需要の拡大、新たな国内需要への対
応（国産農産物のシェア獲得、地産地
消、食育等）
・食の安全と消費者の信頼の確保
②バリューチェーンの構築
・�6次産業化の推進（農林漁業成長産業化
ファンド（A－FIVE）の積極的活用、
医福食農連携等）なお、A－FIVEにつ
いては後述する。
・�次世代施設園芸等の生産・流通システム
の高度化
・新品種・新技術の開発・普及等
・畜産・酪農分野の更なる強化等
③生産現場の強化
・�農地中間管理機構の活用による農業生産
コスト削減等
・�経営所得安定対策・米の生産調整の見直
し
・�農業の成長産業化に向けた農協・農業委
員会等に関する改革の推進
④多面的機能の維持・発揮
・日本型直接支払制度の創設
・�人口減少社会における農山漁村の活性化
（地域コミュニティ活性化、都市と農山
漁村の交流等）

（2）農業競争力強化プログラム
　政府は、農業者の所得向上を図るため、
農地の集積・集約化、輸出・6次産業化等
の農業者が行う取組みに対する支援を行っ
てきたが、2016 年 11 月、さらに農業の成
長産業化に向けた改革を遂行するため、農
業者が自由に経営展開できる環境を整備す
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るとともに農業者の努力では解決できない
構造的な問題を解決するための施策を盛り
込んだ「農業競争力強化プログラム」を決
定した 4。
　この農業競争力強化プログラムは、農林
水産業・地域の活力創造本部で審議してき
たもので、次の 13 の項目で改革を進める
ことを内容としている。
①生産資材価格の引下げ：肥料、農薬、機
械、飼料等
②流通・加工の構造改革：卸売市場関係業
者、米卸売業者、量販店等
③人材力の強化：新規就農者が営農しなが
ら経営能力の向上に取り組むために、各県
に農業経営塾を整備
④戦略的輸出体制の整備：2019 年の 1 兆
円目標に向けて、農林水産業の輸出力強化
戦略を具体化
⑤原料原産地表示の導入
⑥チェックオフの導入：生産者から拠出金
を徴収、販売促進等に活用
⑦収入保険制度の導入：適切な経営管理を
行っている農業経営者の農業収入全体に着
目したセーフティネットを導入
⑧土地改良制度の見直し：農地の集積・集
約化を進めるため、農地集積バンクが借り
ている農地の圃場整備事業について、農地
所有者等の費用負担をなくし、事業実施へ
の同意を不要とする
⑨農村の就業構造の改善：農村に就業の場
を確保するため、工業等に限定せず、サー
ビス業等についても導入を推進
⑩飼料用米の推進：多収品種の導入等によ
る生産コスト低減、耕種農家・畜産農家の
連携による畜産物の高付加価値化を図る取

組等を推進
⑪肉用牛・酪農の生産基盤強化
⑫配合飼料価格安定制度の安定運営
⑬生乳の改革

第 2部　オランダの農業事情

　オランダの農業は、日本の農業が「攻め
る農業」へと脱皮するためのモデルとな
る、とみられている。そこで、以下ではオ
ランダの農業事情について概観することと
する。

1.　オランダ農業の特徴

　オランダの国土は九州とほぼ同じ面積
で、農地は日本の農地の 4割である一方、
オランダの農産物輸出額は米国に次いで世
界第 2位である。
　このように、オランダが農産物の輸出大
国になった背景には、外生的な要因と内生
的な要因がある。
　このうち外生的な要因としては、立地条
件の良さがあげられる。古来、オランダは
欧州の玄関と呼ばれ、欧州の物流の中心的
存在であった。また、EU域内における貿
易自由化の進捗から 5億人の人口を擁する
EU市場に対しての輸出が、国境を超える
際の関税や検疫も必要なく、陸続きでの輸
送やオランダが主要河川に面していること
から船舶輸送もスムーズに行うことができ
る 5。
　日本の農業のモデルとしてオランダの農
業をみる場合には、こうした外生的な要因
ではなく、内生的な要因に着目すべきであ
る。
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　すなわち内生的な要因としては、まず
もって農業生産の効率化をあげることがで
きる。具体的には、高単収品種の集中生産、
農作業の ICT、農業経営の大型化等による
生産性の向上への注力がある。

（1）特定品目の集中生産
　オランダの農産物は、トマト、パプリカ、
キュウリや花卉等の施設園芸作物とチーズ
等の酪農製品が主体となっている。オラン
ダ農業では、このように高収益の少数品目
に特化した近郊型農業として集中・大量生
産する一方、穀物や大豆等の広大な耕作面
積を要する土地利用型の農産物は輸入に依
存するといった基本構造となっている。こ
こでも、EU市場からの輸入が容易に可能
であるというメリットが生かされている。
　このように、オランダが高収益の少数品
目に特化した農業のスタイルとなった要因
には、政府主導による近郊型農業への重点
化と異業種融合の促進が働いている 6。
　たとえば、オランダではFood�Valley を
設立して、既存農場を野菜・花卉・果実等
の高付加価値型農場へシフトした。
　Food�Valley の中心には、Wageningen
大学と研究センターが位置し、その周辺に
は 1,442 の食品関係会社、21 の研究機関、
15 千人の研究者等が集合している。その
中核となるるプリーバ社は、キッコーマン、
ニッスイ、富士フイルム、近畿バイオ、札
幌バイオクラスター等の日本の企業とも連
携している。

（2）農作業の ICT
　オランダ農業の ICT のコアとなるシス

テムが「環境制御システム」である。この
環境制御システムは、温室内の気温、湿度、
光量、CO2 濃度、風速等の栽培環境を統
合的にコントロールして最適化する機能を
具備しており、このシステムにより高度管
理された施設栽培が、オランダ農業の生産
性、効率性に大きく寄与している。
　具体的には、温室内に多数設置されたセ
ンサーがデータを収集、このデータをコン
ピュータが解析して空調やポンプ等を自動
制御する。また、気象予報で降雨の予想が
出た場合には天窓を閉じ、晴天の予想が出
た場合には天窓を閉じるというように、天
気予報に基づき先行きの気象変化が温室内
の気温や湿度等に大きな影響を及ぼさない
ようにコントロールする、といった管理も
完全自動化で行われている。

（3）農業経営の大型化
　オランダの 1農家当たりの平均農地面積
は約 3ヘクタールと日本の約 10 倍である。
農業経営は、農業法人の形をとって行われ
ることが多く、これが農業の生産性向上に
結び付いている大きな要因となっている。
こうした農業法人は、農産物の選別、パッ
キング、輸送の各プロセスに機械を導入、
自動化することによりコストの大幅削減に
注力している。

　このように、オランダの農業経営は外生
的要因もあるが、主として内生的な要因
が寄与して極めて高い生産性を実現してい
る。この結果、たとえばオランダのトマト
栽培の単収は欧州の最高水準を誇ってい
る。また、オランダのトマト生産の絶対量
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は、ほぼ日本のトマトの生産量に等しいが、
オランダのトマトの作付面積をみると、実
に日本の 6分の 1であり、このことからみ
てもオランダの農作物の生産性が極めて高
いことが明らかである。

2.　オランダ農業のファイナンス

　およそいかなる製商品にしても、その生
産活動を支える重要な要素に金融があり、
農業もその例外ではありえない。オランダ
の農業金融（アグリファイナンス）につい
ては、ラボバンク（Rabobank）が大きな
役割を果たしている。
　なお、ラボバンクの歴史をみると、資金
調達をするために多数の農家が作った共同
の組織を起源としている。そして、現在で
は主としてローカルの顧客に融資を行う地
方組織であるローカルラボバンクと、その
地方組織を統括する中央組織であるラボバ
ンクネーデルランドに分かれている。
　ラボバンクは設立の経緯から、農業分野
では融資シェアが 90％近くと圧倒的な強
みをみせているものの、それ以外に一般顧
客に対しても住宅ローンや中小企業向け
ローンを中心にビジネスを展開する総合金
融機関となっている。
　そうした展開の一環として海外への進出
も積極的であり、世界数 10 か国に約 150
の支店等を出しており、日本にも支店を設
立している。

3.　オランダ農業が日本農業に与える示唆

　以上、概観してきたようにオランダ農業
は、少品種大量生産を農業 ICT を駆使す
ることにより展開しており、その結果、高

生産性、高収益農業を実現している。それ
では、こうしたオランダ農業を日本農業の
モデルとする場合に、どの側面を模範とす
べきであろうか 7。
　まず、オランダが EUという巨大市場の
枠内にあり輸出入共に、関税、非関税障壁
なく、また地理的にみても、国内市場に対
する出荷と同様にスムーズに行うことがで
きるといった外生的要因は、オランダ農業
にとって与件ともいうべきものである。
　また、少品種大量生産という側面につい
ては、収益の側面だけで農作物の品種を絞
ることにより、米穀、大豆等の食料を全面
的に輸入に依存するようなことにでもなれ
ば食糧安全保障の面で重大な問題となるこ
とは避けられない。
　このように消去法的にみてくると、残す
は、農業 ICT となる。現状、製造業や流
通業では、センサーを駆使した IoT、AI
（人工知能）、API、ビッグデータ等の各種
ICT�が活用されている。そして、オランダ
農業も、こうした ICT を駆使して製造業
として高生産性、高収益業種としてビジネ
スを展開している。
　日本農業においても、こうした ICT を
駆使して農先物の高収量化、農業経営の効
率化を推進することが、今後の農業に強く
求められるところである。

第 3部　農業 ICT

1.　スマート農業

　前述のとおり、日本の農業を取り巻く状
況は厳しさを増している。こうした状況下
で農産物の品質向上と収量増加、農業作業
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の省力化、効率化等の施策により、農業の
競争力の強化を図り、農業が真に魅力ある
産業の 1つとして発展するためには、他業
界で活用されている ICT を農業分野にも
積極的に導入することが重要である。
　農林水産省では、経済界等の協力を得て
ロボット技術や ICT 等の先端技術を活用
して超省力化や高品質生産等を可能にする
新たな農業である「スマート農業」の実現
に向けて、2013 年 11 月に研究会を立ち上
げ検討を重ね、2014 年 3 月に検討結果の
中間とりまとめを公表した 8。農業 ICTの
仔細に立ち入る前にまずその概要をみるこ
ととする。

（1）スマート農業の将来像
　ロボット技術や ICT の導入によりもた
らされる新たな農業の姿は、5つの方向性
に整理することができる。
①超省力・大規模生産を実現
　トラクター等の農業機械の自動走行の実
現により、規模限界を打破する。
②作物の能力を最大限に発揮
　センシング技術や過去のデータを活用し
たきめ細やかな栽培（精密農業）により、
従来にない多収・高品質生産を実現する。
③きつい作業、危険な作業から解放
　収穫物の積み下ろし等の重労働をアシス
トスーツにより軽労化、負担の大きな畦畔
等の除草作業を自動化する。
④誰もが取り組みやすい農業を実現
　農機の運転アシスト装置、栽培ノウハウ
のデータ化等により、経験の少ない労働力
でも対処可能な環境を実現する。
⑤消費者・実需者に安心と信頼を提供

　生産情報のクラウドシステムによる提供
等により、産地と消費者・実需者を直結す
る。

（2）スマート農業の実現に向けたロード
マップ
　上述（1）の将来像を実現していくため
には、土地利用型作物、園芸、畜産といっ
た品目毎に導入が期待される技術を整理し
て、相互関係・相乗効果等を意識しながら
現場導入に向けて具体的な取組を進めてい
くことが必要である。
　トラクターの自動走行等の特に重要な技
術分野については、3 年後、5 年後又は長
期的に開発すべき技術（マイルストーン）
を明確にし、さらに、その実現に向けて必
要な各種の取組をロードマップに整理した
上で、関係者が協力して取り組むこととし
ている。

（3）スマート農業推進に当たっての留意点
等
　研究会の議論においては、生産現場や他
産業の視点から、今後スマート農業の推進
に当たっての留意点、中期的に検討してい
く課題等についてさまざまな意見が提起さ
れた。
　このうち、農業分野でのロボット技術の
安全確保策のあり方について検討を深め
ていくほか、その他の諸留意点・課題につ
いても、今後のロードマップ等の検討に当
たって随時振り返るとともに、必要な場合
について、本研究会以外の関係者とも連携
を図って行くことが重要である。
①今後の検討に必要な視点
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・�自動化で解決すべき作業を特定したうえ
で、開発に着手することが必要である。
・�ロボットと農業従事者が共働する視点で
自動化技術を検討すべきである。
・�新技術の導入コストと導入メリットを比
較衡量して真に農家の所得向上に資する
か、明らかにすべきである。
・�農業ICTの効果を産地の生産・流通等に
反映させる戦略のプラナーとその実行拠
点を検討すべきである。
・�新技術の導入に必要な資金のファイナン
スについて検討する必要がある。
②今後も継続的に取組みが必要な課題
　農業 ICT、ロボット技術の導入促進には、
各開発主体の競争的な技術向上が重要であ
る一方、コスト低減、国際競争力や技術の
拡張性を高める共通基盤を構築する観点か
ら、特にインフラ、ルールづくり、導入へ
の道筋、ロボット技術の安全確保の視点か
らの取組みが今後も継続的に必要となる。

2.　スマートアグリシステム

（1）融合システム産業フォーラム
　スマートアグリシステムは、ICTを農業
に活用した営農支援システムである。経済
産業省が主催する産業構造審議会では、日
本の産業の各分野で ICT の活用等によっ
て競争力を強化することが急務である、と
してその 1つに農業分野をあげている 9。
　すなわち、インターネット、センサーネッ
トワークを通じて IoTが各業界に浸透する
と、従来の業界区分、製品区分の意味はな
くなり、分野横断型の新たな産業構造が生
まれることになる。こうした融合分野の新
たなシステム創出に際しては、異なる分野

の産官学が集い、分野を超えた価値体系を
作り上げる場が重要であるとして、「融合
システム産業フォーラム」を組成し、異業
種間連携を促進する、としている。

（2）スマートアグリシステムの企業アライ
アンス
　農業分野においても、センサー技術や環
境制御システムなど ICT の活用は、一部
に登場しつつあるものの、その動きは限定
的である。たとえば、ハウス型農業におい
ては ICT を駆使して高度化するなど異業
種プレーヤーとの融合が重要である。
　具体的には、農業技術・ノウハウ、シス
テム制御技術、エネルギー管理技術、加工・
販路等の関連する異業種・異分野の企業の
アライアンスの組成の促進や、システム設
計・開発・事業展開が重要である。
　経済産業省では、こうした課題に対する
取組みとして、スマートアグリシステムの
企業アライアンス組成を促進する方針であ
る。すなわち、野菜・花卉・果物類など高
付加価値農作物を栽培可能なハウス型栽培
農業システムを中心に日本企業コンソーシ
アムが行うスマートアグリシステムのシス
テム設計・開発・事業展開等を支援する、
としている。

3.　スマート農業と ICT

　日本再興戦略改訂 2015 では、IoT、ビッ
グデータ、人工知能等による産業構造、就
業構造の変革が謳われている 10。そして、
その産業分野の 1つが農業であり、農業に
活用されているテクノロジー、またはその
活用をアグリテックとか、スマート農業、
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スマートアグリ、農業 ICT 等、さまざま
な呼び方をされている。
　アグリテックは、既存の農業に数多くの
メリットをもたらすことが期待される 11。
・�効率化、省力化、低コスト化：農家の高
齢化や後継者難への対応。収益の向上。
・�データ共通化：熟練農家の暗黙知の形式
知への転換。
・�職業技術、肥培管理技術等の汎用性の確
保：新規就農の促進。高付加価値農業の
展開。
・�データ処理の即時性・同時性の確保：消
費者ニーズの把握。
・�トレーサビリティの確保：信頼性の向
上。高付加価値化。
　以下では、各種のアグリテックの概念と
具体例をみることとする。

（1）IoT
① IoT のコンセプト
　伝統的なインターネット活用は、パソコ
ン、タブレット端末、スマートフォン、サー
バ、プリンタ等をインターネットに接続し
て通信する。
　これに対して IoT（Internet�of�Things、
モノのインターネット）は、パソコンやス
マートフォン等に限らず、さまざまな物体
（モノ）に IC タグやセンサー、送受信制
御装置等の通信機能を持たせて、インター
ネットにこれを接続して通信させる技術で
ある。
　また、伝統的なインターネット活用では、
インターネットの操作は、e- メールやweb
検索、SNS、オンラインゲーム等でみられ
るように、「ヒト」が IT機器を操作するこ

とによりインターネットに信号が発信され
るのに対して、IoT によるインターネット
活用では、ヒトを介することなく「モノ」
自体がインターネットに信号を発信する。
　IoT により収集されるデータの分析、活
用により、自動認識、自動制御、遠隔計測
等を行うことが可能となり、新たな次元の
ネットワークが実現し、新たな価値を創造
するシステムが構築されている。
　IoT を構成する最も重要な要素は、モノ
が具備するセンサーや通信モジュールであ
る。すなわち、センサーがモノの状態、動
きを把握してそれをデータにして、その
データが通信モジュールによってインター
ネットに流される。技術進歩からセンサー
等の通信機器の能力向上とともに超小型化
が可能となり、たとえモノが小さくても高
い性能を持つ通信機器を簡単に組み込める
ようになった。
　通信モジュールは、小型、軽量の通信端
末で、これをさまざまな機器に組み込む
ことにより自動認識、自動制御、機器の遠
隔操作を行う等、業務の効率化、機動的な
管理に資することができる。そして、通信
モジュールから流されるデータは、ネット
ワークを通して、ユーザーのコンピュータ
システムに送信される。コンピュータシス
テムでは、ビッグデータの技術とクラウド
技術が進展して、モノが発信する大量で複
雑、多様なデータをスピーディかつ低コス
トで分析、処理して、必要な場合にはそれ
に対する処置をモノに送信することが可能
となっている。
　なお、伝統的なインターネット活用で
は、パソコン等の IT 機器によって映像や
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音声等の大容量のデータを扱うことから、
WiFi や 3G、4G、LTE 等のブロードバン
ドが使用される。これに対して IoTで扱わ
れるデータは、一般的に小規模データであ
り、したがって、ナローバンドでの通信で
実施される。また、モノが電源を持たない
場合には、低消費電力の通信手段を使うこ
とになる。
　IoTは、各種センサーによる温度、湿度、
気圧、照度等の環境データのモニタリング
を行い、これをもとに温湿度、CO2 濃度
等を制御することや、振動、衝撃、転倒、
落下等の動きの把握、存在、通過、近接等
の位置の把握に活用されている。

② IoTの農業への適用
　飛躍的な技術進歩によって、対象物やそ
れを取り巻く環境を認識する精度が向上し
た高性能のセンサーの小型化、低価格化が
実現しており、特に屋外における圃場の土
壌や気象等をはじめとする農作業の環境把
握と管理が可能となっている。そして、セ
ンシングデータに基づき土壌の状況や水温
変化等に的確に対応することによって、圃
場や作物が持つ能力を最大限に発揮させる
ことが期待できる。
　具体的には、センシング技術でそれまで
蓄積されたデータをもとに分析して、土壌
成分や圃場の収量、品質といった栽培ヒス
トリや作物の生育状況を把握する。そして、
その分析結果に基づいて、施肥の種類と量、
タイミングや、灌水の量とタイミング等の
アルゴリズムを開発、活用することにより、
収量、品質の向上や資材費の低減を図るこ
とが可能となる。また、リモートセンシン

グにより、収穫時期を的確に把握すること
ができる。
　こうしたセンシング技術は特に経営の規
模拡大が進行中の農業経営にとって大きな
省力化になることが期待できる。
　そして、こうした省力化効果が発揮され
れば、農作業従事者はそれにより生じた時
間を品質のさらなる向上や新しい作物の開
発、生産、マーケッティングの拡大等に有
効活用することが可能となる。
　IoT を農業分野に適用するケースは数多
く存在するが、ここではそのうちの 3つの
ケースをみることにする。
�・NTTグループ
　NTTグループでは、農業従事者、流通・
加工事業者、消費者の三位一体で農業の課
題に取り組むとともに、グループ連携、パー
トナー連携等による価値の増大を目指し
て、IoT、AI、セキュリテイ等の技術を農
業に応用する検討を進めている 12。
　このうち生産関係では、水田向け・畑向
け等のセンサーシステムの活用や気象情報
の収集や気象予測がある。
　たとえば、熊本県長洲町でのトマト施設
栽培における産地経営支援システム開発の
実証事業では、トマトの生産量全国 1位の
熊本県の気象に対応する最適なトマト栽培
技術を確立して収量、所得を 10% 増加す
ることを取組みの 1つとした。その具体策
は、施設園芸に利用するハウス面積全国 1
位の熊本県のハウス内に設置したセンサー
から収集したデータや気象情報、ノウハウ
を集積して分析することで熊本県の気象に
適した栽培方法を確立する、というもので
ある。
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　そして、これに対する ICT の活用は、
NTT ファシリティーズの agRemoni（ア
グリモニ）のサービスとNTTテレコンの
通信サービスを使っている。agRemoni は、
農業施設用環境モニタリングサービスで、
農場の栽培環境の最新データや一日の状況
が、パソコンやタブレット端末で確認でき、
また、温度、湿度、その他各種センサーに
対応して農場内に異常が発生した場合には
関係者に警報メールを送信するほか、栽培
記録をまとめて管理して指定の時間に日報
メールを送信する、といった機能を持って
いる。これにより、温度や湿度があらかじ
め設定した閾値を超えるとハウスの管理者
に通知したり、遠隔から窓を開けるという
ような機器の遠隔制御を行って、トマト栽
培の収量及び品質の向上を図ることができ
る。

�・NEC�
　NEC は、さまざまなセンサーや端末等
をネットワーク化するM2M技術を施設園
芸向け監視サービスに活用して農業 ICT
クラウドサービスを提供している 13。なお、
M2M（Machine�to�Machine）は機械同士
をつなぐことを意味し、機械間で直接デー
タを交換、処理することにより、人間が行っ
ていた作業を機械に任せることが可能とな
る。
　具体的には、センサーから現場の環境
データをクラウドで収集、蓄積して、その
データを活用することにより、収量・収穫
時期予測の精度向上や適地・適作生産化の
判断、遠隔からの状況把握を行うこととな
る。

　農業 ICT クラウドサービスによる個々
の機能は、次のような内容となる。
a. 圃場監視
　圃場に設置した環境センサーが検知した
温度・湿度・炭酸ガス・日射等の環境情
報を定期的にクラウドで収集することによ
り、ハウス内の状態をいつでもどこからで
もユビキタス（ubiquitous）の環境でパソ
コンやスマホから確認することができる。
また、ハウス内で高温・低温等の異常警報
を検出すると、ユーザーに対して即時に
メールで連絡される。
b. 圃場制御
　複合環境制御盤や灌水制御盤、炭酸ガス
制御盤とクラウドを連携させることによ
り、遠隔から必要なタイミングでハウス内
の制御が可能となる。
c. 営農支援（グループウェア）
　作業履歴や収穫量等を営農日誌に入力す
ることができる。これによりユーザーは、
実績の管理や、過去の記録と比較すること
で今後の作業改善等に活用することが可能
となる。
　また、農薬の一覧表から実際に散布した
農薬を選択して農薬散布記録簿に記録し
ておくと、その内容を帳票として出力する
ことができるほか、農薬の規定回数や量を
オーバーしそうになった時に警告が発せら
れる等、農薬散布の管理向上を図ることが
できる。

�・フィールドサーバー、パディウォッチ
　センサーネットワークを応用したシステ
ム設計・製造・コンサルティング会社で
あるイーラボ・エクスペリエンス社は、こ
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れまで圃場に行かなければ確認できなかっ
た環境状態や作物の生育状況等の情報をス
マートフォンやタブレット端末等のデバイ
スで遠隔確認することができる農業アプリ
を開発、提供している。
　また、各種センサーにより得た環境デー
タ、栽培データ、気象データ等のビッグデー
タをAI を用いて解析することによって、
栄養価や機能性が高く安全、安心な農作物
の生産の実現を目指している。
　すなわち、同社が開発したフィールド
サーバー（FieldServer、農業用圃場計測
モニタリングシステム）は、農業現場で必
要とされる圃場の環境情報や作物の生育状
況を常時、遠隔からスマートフォンやタブ
レット上でモニタリングできるシステムで
ある。
　フィールドサーバーから得られるデータ
は、温度、湿度、日射といった基礎的なデー
タはもちろんのこと、CO2�測定、土壌温度、
土壌水分、土壌 EC（電気伝導率）等の土
壌環境、凍霜害やカイガラムシの被害等を
予測し、注意報をプッシュ通知する機能も
具備している。
　また、パディウォッチ（PaddyWatch、
水稲向け水管理支援システム）は、水田セ
ンサーを使って水位情報等をスマートフォ
ンやタブレット上でモニタリングできるシ
ステムである。これにより、経営コストの
約 3割を占める水田管理労務費と労力の効
率化が図られ、大区画化へのステップにつ
ながることが期待できる。
　パディウォッチは、水稲生産に重要な水
位、水温の計測・蓄積を行うほか、地上部
の温度・湿度の変化を記録することができ

る。また、高温登熟対策（登熟とは、穀物
の種子が次第に発育するプロセス）、病虫
害雑草予察、収穫時期予測、作物種別水管
理等をデータ解析して、効率的に水田を管
理することや、水位の自動コントロールや、
給排水等をスマートフォンで一括管理する
ことが可能である。

（2）ビッグデータ
①ビッグデータのコンセプト
　ビッグデータは、大容量性（volume）、
非定形性（variety）、データの入力と出力
の即時性（velocity）の 3Ｖで定義される。
ⅰ大容量性
　事象を構成する個々の要素に分解し、把
握・対応することを可能とするデータ。
ⅱ非定形性
　各種センサーからのデータ等、非構造化
データも含む多種多様なデータ。なお、構
造化データは、たとえば企業の財務データ、
株価、顧客情報、販売・在庫等の経理データ、
POS データといった数値データを指す一
方、非構造化データは、文章、画像、音声等、
特定の構造定義を持たないデータをいう。
　ソーシャルメディアの普及もあり、非構
造化データは構造化データの 4倍強となっ
ている。非構造化データは、構造化データ
に比べて複雑であるが、ビッグデータの活
用により構造化データでは得ることができ
なかった有益な情報を得ることができる。
ⅲデータの入力と出力の即時性
　リアルタイムデータ等、取得�・生成頻度
の時間的な解像度が高いデータ。たとえば、
1�年間とか 1か月に 1�回計測されていると
いうのではなく、リアルタイムと認識でき
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るほどに計測頻度が多いデータ。
　データの収集、分析は、従来、人間の手
により収集した膨大な量のデータを試行
錯誤を繰り返してようやく一定の規則性を
見出す、というように多大の時間とエネル
ギーを費やす作業を必要とした。
　しかし、インターネットやスマートフォ
ンのデジタル端末の活用、SNS の普及等
から大容量かつ多様なデータの収集が可能
となり、ビッグデータによりそうしたデー
タの解析が、スピーディかつ正確に可能と
なった。そして、従来は困難であった膨大
で複雑なデータをコンピュータによって解
析することができ、この結果、有益な情報
を見出してビジネスに役立てることができ
る。

②ビッグデータの農業への適用
　農業のサプライチェーンは、生産、流通、
販売、消費の各プロセスを経るが、その過
程においてさまざまなデータが大量に生成
される 14。
　そうしたデータで主要なものをピック
アップすると、気温、湿度、日照、光強
度、光質といった基礎的な気象条件のほか、
培地温度、培養液温度・濃度・組成・pH、
給液頻度等の圃場の環境データ、エネル
ギー消費量、CO2 濃度、空調制御データ等
のエネルギー管理データ、品質、熟度・糖度、
樹勢、病虫害等の生育データ、収量・出荷
量データ、収穫の作業時間・作業量等の労
務管理データ、輸送経路、保管時間、積下
ろし回数等の物流データ、市場価格データ、
販売時点情報管理（POS）データ等である。
　なお、気象庁が収集する気象データは、

ビッグデータを代表する 1つであるという
ことができる。ビッグデータとしての気象
データは、アメダス、高層気象観測、天気
予報、注意報・警報等、地点・地域の観測・
予測データ等、個々の容量は小さいものの、
日本全国に広がる多種多様の気象データ
と、衛星やレーダー等のメッシュ状の観測
データ、数値予報等のメッシュ状（3次元）
の予測データ等、個々の容量が大きく、面
的・立体的な広がりを持つ気象データがあ
る。こうしたデータは、秒・分・時・日・月・
年等、さまざまな時間単位で更新され配信
されている。
　農業のサプライチェーン等からこのよう
に生成される多種多様、かつ膨大な量の
データを蓄積して分析する結果、得られる
ビッグデータを活用することにより、統合
的エネルギー管理のもとで省エネを実現し
ながら、高生産性の農業による付加価値の
高い品質の農産物の提供を実現することが
期待できる。
　たとえば、ビッグデータを解析すること
により特定な病害と農作物の関係を把握す
る等、これまで認識していなかった因果関
係を解明して、収量の増加、品質の向上を
図ることができる。

（3）クラウドコンピューティング
①クラウドコンピューティングのコンセプ
ト
　従来の方式では、ユーザーがネットワー
クを通じてサービスを受ける場合には、
サーバーに明示的にアクセスするという形
で、ユーザーがサーバーを意識してサービ
スの提供を受けることとなる。
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　これに対して、クラウドコンピューティ
ングは、ユーザーがサービスの提供者か
ら情報処理機器や情報処理機能の提供を受
けるが、ユーザーがどの施設から、またど
の機器からサービスの提供を受けているか
意識する必要のない方式である。具体的に
は、サービス提供者（ベンダー）がデータ
センターにサーバーを用意して、ユーザー
がインターネットを通じてデータセンター
のサーバーに保管してあるソフトウェアや
データ等を利用できるようなシステムを構
築する。IT の急速な進歩で、高速かつ高
性能を具備した低価格のサーバーが普及し
て、ユーザーに対して多種多様なサービス
が低コストで提供できる環境となってい
る。
　このシステムをクラウドコンピューティ
ング（cloud�computing）と呼ぶのは、シ
ステムの構成を示す場合にネットワークの
向こう側を雲（クラウド）のマークで表す
慣行があることによる。
　エンドユーザーは、クラウドコンピュー
ティングを活用することにより、オンデマ
ンドでサーバーにアクセスして種々のサー
ビスを得ることができる。こうしたクラウ
ドコンピューティングにより提供される
サービスをクラウドサービスと呼んでい
る。また、クラウドコンピューティングや
クラウドサービスは、「クラウド」と略称
することが一般的となっている。
　クラウドは、それが提供するサービスに
よって SaaS（ソフトウェアを提供するサー
ビス）、PaaS（プラットフォームを提供す
るサービス）�、IaaS�（インフラを提供する
サービス）の 3種類に分類される。

　クラウドが活発化している背景には、イ
ンターネット利用の発展とブロードバンド
の整備がある。クラウドサービスにより、
ユーザーはネットワークを活用して、パソ
コン、携帯、スマートフォン、タブレット
端末等、さまざまな端末から、いつでもど
こからでも必要とするデータにアクセスで
きるユビキタスの環境が形成される。
　クラウドのユーザーは、クラウド内のイ
ンフラ、ソフトウェア、プラットフォー
ムを所有することなく、回線の設置・維持
やネットワークの構築・管理をデータセン
ターにアウトソーシングすることになり、
システム構築・維持の手間と時間とコスト
を節減することができる。

②クラウドの農業への適用
　クラウドの農業分野への適用としては、
農業作業の過程から生成されるデータを蓄
積、分析して、これを活用することが考え
られる。
　農作業に必要となるさまざまな技術は、
これまで熟練者が自らが長年かかって体得
した「勘」によるノウハウを口頭や現場に
おけるOJT により後継者や新人に伝承す
る形で行われてきたが、こうしたやり方で
は高度な技術が十分伝承されない恐れがあ
る。
　そこで、農作業の技術をデータ化するこ
とによりデータを蓄積してプラットフォー
ム上で農業データベースを構築、それを
オープンデータとして活用することによ
り、未熟練者の育成、未経験者の農業分野
への参入の容易化を図ることが可能とな
る。
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　すなわち、クラウドに蓄積されたデータ
は、当該農業に関わるデータベースとして
農業作業者をはじめ農業関係者が情報とし
て共有して、分析、活用することができる。
そして、データの活用により、栽培、施肥、
収穫等の管理を効率的に実施可能となり、
また、省エネや農作業の時間管理、作業ス
ケジュールの策定等にも活用することがで
きる
　日本農業の代表である水稲栽培では、品
種、育苗、田植え、肥料、除草剤散布、水
管理、刈取りのスケジュール、米粒の質や
食味、外見等、多種多様なデータが大量に
存在する。
　こうしたデータをクラウドに蓄積、分析
することによって爾後の米作の収量や品質
の向上、農作業の効率化等に生かすことが
できる。
　以下では、農業とは異業種であるトヨタ
自動車が開発した農業ＩＴ管理ツールにク
ラウドが活用されているケースをみること
とする 15。
　トヨタは、自動車の製造で培った生産管
理や工程の改善、効率化を農業分野に応
用して農業の生産性向上に繋げることを指
向して、愛知の米生産農業法人と共同で生
産管理の改善を行ってきた。そして、その
過程で複数の小規模農家や地主が大規模米
生産農業法人に農作業を委託するケースが
増加しており、その結果、農家や地主ごと
に広範囲に分断して存在する水田を集約的
に管理するニーズが存在することを把握し
た。
　実際のところ、農作業の現場では、作業
対象の水田を間違えるとか、効率的に作

業が行われるように時間が調整されていな
い、全体の作業スケジュールが整合的でな
いことから農作業者の無駄な移動が多い、
等、およそ自動車工場の製造プロセスでは
考えられないような非効率性が存在してい
た。
　そこで、トヨタの「カイゼン」を農作業
にも実践して、作業工数等の工程管理やミ
スの低減、資材費削減、経営管理の向上等、
効率的な農作業を可能とすることを目的に
「豊作計画」と名付けた米生産農業法人向
けの農業 IT管理ツールを開発した。
　この「豊作計画」は、クラウドを活用し
ている。すなわち、農作業の進捗状況や
作業実績等をクラウド上のデータベースに
蓄積される。データベースでは、地図上に
登録された多数の水田を複数の作業者が効
率的に作業できるように、毎日の作業計画
が自動的に作成されるシステムとなってい
る。この作業計画は、米生産農業法人の管
理者から現場へ向かう作業者全員のスマー
トフォンやタブレット端末に配信され、作
業者は GPS で作業すべきエリアを確認し
て自分の担当である水田に向かうことにな
る。
　そして作業の開始、終了時にスマート
フォン等を操作してその旨を入力すること
により、共有のデータベースに情報が集ま
り、広域に分散した農作業の進捗の集中管
理や作業日報等を自動的に作成することが
できる。
　また、「豊作計画」は、稲穂の乾燥、精
米等のプロセスもカバーすることにより、
稲品種、稲作エリア、肥料条件、天候、作
業工数、乾燥条件等の作業データとそれか
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ら得られた収量、品質データを蓄積してい
る。米生産農業法人はスマートフォンやタ
ブレット端末から簡単にデータにアクセス
して各種データを分析することにより、よ
り低コストで美味しい米づくりに活用する
ことができる。
　「豊作計画」は、米生産農業法人が主に
取り扱う米、麦、大豆などに対応している
が、先行きは、対応作物を広げることでに
より国内の農業の活性化や競争力強化をサ
ポートしたい、としている。
　また、2017 年 3 月、トヨタは、愛知県
の農業法人 2 社と先端農業モデルの開発
に向けた業務提携契約を締結した 16。トヨ
タでは、この提携でトヨタが 2012 年から
進めてきた豊作計画での取り組みを基本と
しながら、以下の 3要件を備えた農業モデ
ルを先端農業モデルとして開発を進めてい

く、としている。
①ビッグデータと先進技術をつないだ「精
密農業」
②流通、販売のプロセスの改善
③多品目への展開
　なお、「精密農業」（Precision�Farming）
は、農業の作業サイクルである次の 4つの
各段階を的確に行い、先行きの営農戦略を
計画して農作物の収量および品質の向上を
目指す農業管理手法を意味する。
①観察：肥沃度や排水状態、農作物の成長
の観察
②制御：施肥量、農薬施用量、灌水量等の
調節
③収穫：収量や品質を記録
④解析：農作業結果の解析

図 1　トヨタの豊作計画の概要

（出所）TOYOTA　Global�Newsroom



84

商　　大　　論　　集

（4）ロボット技術
　ロボット技術を農業機械に導入する具体
的なケースとしては、高精度の GPS を活
用した自動走行システムによって、農業機
械の自動走行や夜間における走行、有人と
無人を組合せた複数走行が可能となる。実
際のところ、果実の収穫等の繁忙期には夜
間に農作業を行うこともあり、こうした
ケースでは GPS の活用による夜間走行が
威力を発揮することになる。
　また、除草作業や水管理等、負担の大き
な農作業を自動化することにより、農業従
事者にとって働きやすい環境を形成するこ
とができる。たとえば、農業従事者があら
かじめ設定しておいた田面水位を自動でリ
モートコントロールする、といったことも
可能となる。

（5）人工知能
①人工知能のコンセプト
　人工知能（Artificial�Intelligence、AI）は、
知的なコンピュータプログラムを作るサイ
エンステクノロジーである。AI によって
人間が行う各種問題のソリューションを見
出す作業や、翻訳作業、画像・音声の認識
等の知的作業を行うソフトウェアを作り出
すことができる。
　AI では機械学習（machine� learning）
が活用される。機械学習では、大量のデー
タをもとにしてコンピュータに学習を行わ
せる。そして、コンピュータがデータマイ
ニングによりそのデータのなかから一定の
法則を見出して、その法則を活用すること
により、データの分類や予測作業を行う。
なお、データマイニング（data�mining）は、

大規模なデータを解析して新たな知見を得
るテクノロジーをいう。
　この機械学習を一段進化させた AI が
ディープラーニング（deep� learning、深
層学習）である。従来の機械学習では、学
習データを用意する段階、分析ロジック
を考える段階、正誤判定を行う段階の各段
階で必ず人間が介在する必要があったが、
ディープラーニングは、これまで人間が
行っていたことをすべて人工知能が行い、
人間の介在を無くした。
　これによりAI の活用範囲が、音声認識
等にまで拡大することが可能となった。

②人工知能の農業への適用
ⅰAI 農業
　世界最先端 IT国家創造宣言 17 には、IT
を利活用した日本の農業・周辺産業の高
度化・知識産業化と国際展開（Made�by�
Japan 農業の実現）の項目があり、そのな
かで農業の産業競争力向上について次のよ
うに記述されている。
　「高品質の農産物を生産する我が国の農
業とこれを支える周辺産業において、篤農
家の知恵を含む各種情報を高度に利活用す
る「AI（アグリインフォマティクス）農
業」の取組が進められていることを踏まえ、
これら成果を活用した農業ビジネスモデル
の構築等により農業の知識産業化を図り、
海外にも展開する「Made�by�Japan�農業」
を実現する」。
　ここで、AI（アグリインフォマティクス）
農業は、農林水産省が 2009 年に設置した
「農業分野における情報科学の活用等に係
る研究会」（AI 農業研究会）において、�「人
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工知能を用いたデータマイニングなどの最
新の情報科学等に基づく技術を活用して、
短期間での生産技能の継承を支援する新し
い農業」として提示されたコンセプトであ
る 18。
　具体的には、センサーにより取得した農
作物の状態、生育環境等に係るさまざまな
情報と、篤農家の気づき・判断の情報を的
確に統合することにより、篤農家の経験や
勘に基づく暗黙知を形式知化し、農業者の
技能向上や新規参入者の技能習得に活用す
る農業である。
　このようにAI 農業は、最新の ICTを活
用して、より高度な生産・経営を実現させ
る農業を指す。

ⅱボッシュ
　テクノロジーカンパニーのボッシュの日
本法人ボッシュ（株）は、センサーとAI
を使用したハウス栽培トマト向け病害予測
システム「Plantect�TM（プランテクト）」
を開発、提供している 19。
　ハウス栽培の収穫量に悪影響を及ぼす主
な要因として病害の発生があり、病害の予
防には、感染の前後での予防薬の散布が効
果的であると考えられている。しかし、病
害発生の予兆を把握することは極めて難し
い、とされている。
　ボッシュはそのソリューションとして、
テクノロジーを駆使した病害予測システ
ム、Plantect�TMを開発した。具体的には、
ハウス内環境を計測するハードウェアのセ
ンサーが計測、収集した温度、湿度、日射量、
CO2 のデータがクラウドに送信される。
　そして、センサーによりを計測、収集さ

れたデータは、ボッシュが 100 棟以上のハ
ウスのデータとAI の技術を用いて開発し
た病害予測アルゴリズムにより病害発生に
関わる要素に解析され、気象予報と連動し
て、植物病の感染リスクの通知をアプリ上
に表示する。
　ボッシュによれば、過去データの検証で
92% という高い病害予測精度を記録した、
としている。

（6）ブロックチェーン
①ブロックチェーンのコンセプト
　ブロックチェーンは、分散型データベー
スで、ビットコインの基盤として知られる
テクノロジーである。
　伝統的な方式では、特定の主体がデータ
を集中管理する中央集中管理型を取ってい
る。しかし、ブロックチェーンでは、デー
タがネットワークに繋がっているすべての
ノードに分散して保存され、分散して保有、
管理される分散管理型である。ここで、ノー
ド（nord）はパソコン等のコンピュータ
を指す。したがって、各 peer は、自分が
インプットしたデータだけではなく、ネッ
トワークに繋がっているすべてのノードの
データを閲覧することができる。このよう
に、ブロックチェーンでは、ネットワーク
を介して行われるデータが各ノードに保存
され、こうした保存されたデータの履歴の
かたまりがブロックであり、そして、ブロッ
クは時系列に繋がれていることからブロッ
クチェーンと呼ばれる。したがって、ブロッ
クチェーンは、すべてのデータを蓄積した
総括データベースであると考えることがで
きる。
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　また、伝統的な方式では、クライアント
（パソコン等）とサーバーがネットワーク
で接続される形でデータ交換を行うクライ
アント・サーバシステムを取っているのに
対して、ブロックチェーンは、ネットワー
クに接続されたノードがネットワーク上で
つながり、ノードと別のノードとが直接に
情報交換する P2P（peer�to�peer）である。
クライアントサーバ方式では、サーバー
に通信負荷がかかるという問題があるが、
P2P では、こうした通信負荷が軽減されて
ネットワークの効率性が上昇するというメ
リットがある。
　ブロックチェーンにはいくつかの特徴が
あるが、その 1つは大量のデータを記録、
管理するコストを大幅に削減できる点であ
る。
　伝統的な仕組みでは、データを中央集中
管理するために、多大のコストと手間をか
けて巨大で堅牢なシステムを構築すること
となる。しかし、ブロックチェーンでは、
ネットワークに接続している各ノードが分
散管理を行うために、システムは自動的に
冗長化されることになり、堅牢なインフラ
環境を構築する必要がない。
　また、ブロックチェーンによるシステム
は、低コストでありながら極めて堅牢で
ある特徴を持っている。伝統的な方式であ
る中央集中管理の仕組みのもとでは、シス
テムを障害から守って常に安定稼働するよ
う、サーバーやストレージの冗長化等を行
う必要があり、つれて維持コストも高くな
る。しかし、ブロックチェーンは、たとえ
ネットワークに接続されているノードの中
の一部がダウンしても他のノードで管理を

行うことから、安定的なシステム稼働を期
待することができる。
　以上のように、分散型台帳としてのブ
ロックチェーンは、インターネットを使っ
てやり取りする情報の正当性を担保するプ
ロトコルとして、金融分野だけではなく各
種分野への応用可能性があり、その 1つが
農業分野である。

②ブロックチェーンの農業への適用
　電通国際情報サービスのオープンイノ
ベーションラボ（イノラボ）とエストニア
を本拠地とする Guardtime 社、およびシ
ビラ社は、2016 年、ブロックチェーン技
術を活用して地方創生を支援する研究プロ
ジェクト「IoVB」（Internet�of�Value�by�
Blockchain）を立ち上げた 20。
　そして、イノラボは、特定非営利活動法
人「日本で最も美しい村」連合の加盟自
治体の 1つで日本における有機農法の取り
組みをリードしてきた町として知られる宮
崎県東諸県郡綾町と連携して、ブロック
チェーン技術を活用した有機農産品の安全
をアピールする仕組みを構築する実証実験
を進めている。
　綾町は、1988 年制定の「自然生態系農
業の推進に関する条例」のもとに食の安全
を求める消費者のため厳格な農産物生産管
理を行っており、綾町の有機農産品は、独
自の農地基準と生産管理基準にしたがって
金、銀、銅のランクが付与され販売されて
いるが、そこに至るまでのプロセスや価値
が、消費者には十分に届いていないという
課題に直面していた。
　この実証実験では、綾町独自の取組みの
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厳格さや、出荷する農産物の品質の高さを
消費者に向けてアピールするために、分散
型台帳をネットワーク上に構築するブロッ
クチェーン技術を活用して、有機農法で生
産された農産物の植え付け、収穫、肥料や
農薬の使用、土壌や農産物の品質チェック
等の生産管理を行っている。
　綾町の各農家は、植え付け、収穫、肥料
や農薬の使用、土壌や農産物の品質チェッ
ク等を、綾町の認証のもと実施しており、
実証実験ではこれらすべての履歴を、ブ
ロックチェーン上に記録する。そして、綾
町はこのプロセスを経て出荷される農産品
に、独自基準による認定マークとともに固
有 ID を付与する。�消費者はこの固有 ID
で検索することにより、その農産品が綾町
産であること、綾町の厳しい認定基準に基
づいて生産されたものであること、それら
の履歴が改ざんされていないこと、をイ
ンターネット上で確認することが可能とな
る。
　また、日本発のベンチャー企業でブロッ
クチェーンの研究開発およびソリューショ
ンを提供するシビラ社のプライベート・ブ
ロックチェーンを、ガードタイムが提供す
る�ブロックチェーンと組み合わせること
で、情報の信頼性をさらに高めた仕組みと
している。
　なお、ブロックチェーンにおいて、デー
タがネットワークに接続されているすべ
てのノードにオープンとなり不特定多数の
人に開示されるタイプを「パブリック・ブ
ロックチェーン」という。パブリック・ブ
ロックチェーンの代表例が、ノードを持つ
誰もが参加可能として公開されているビッ

トコインである。これに対して、データの
閲覧をあるグループ内とか特定のメンバー
といったように許可された限られた参加者
に絞るタイプを「プライベート・ブロック
チェーン」と呼んでいる。
　そして、この取組みにより生産情報を付
与した野菜の販売店を、2017 年 3 月に東
京都港区で開催された朝市に出店した 21。
この朝市で販売される野菜は、ブロック
チェーン技術によって品質が保証されてい
る。
　具体的には、野菜を鮮度保持フィルムで
個包装して、NFC タグ付の QR コードを
付与してあるため、消費者はスマートフォ
ンをかざすだけで、その野菜が育った土壌
や、作付けが行われた時期等の生産工程を
個包装の単位で確認することができる。そ
して、これにより、消費者は品質、自己の
嗜好、価格等を総合判断して当該野菜を購
入するかどうか判断することが可能とな
り、また農家は、野菜の売行き状況をみて、
さらなる品質改善に取り組むことになる。
　なお、NFC（Near�Field�Communication）
は、国際標準規格として承認された近距離
無線通信技術の 1つで、この実証実験に使
用することによりスマートフォンで個々の
野菜の生産記録を確認することが可能とな
る。

第 4部　アグリファイナンス

　日本再興戦略 2016（2016 年 6 月 2 日閣
議決定）では、「攻めの農林水産業」の展
開と輸出力の強化を図ることが目標として
掲げられており、そのためには、成長に必



88

商　　大　　論　　集

要な資金の供給が円滑に行われることが重
要である、としている。
具体的には、「民間金融機関による農業融
資が活性化するよう、民間金融機関を対象
とした研修会の開催等により農業に関連す
る知識の習得や農業関係者との交流を促進
するとともに、株式会社日本政策金融公庫
と民間金融機関との連携を強化し、農業融
資のノウハウの提供等を進める。また、民
間金融機関からの資金調達に際して信用保
証制度が幅広く利用可能となるよう、保証

制度を見直す」としている。

1.　農業金融の現状

　農業金融が、どのように供給されている
かを農林漁業向け貸出金残高の構成比でみ
ると、政府系が 42.8％、系統が 40.6％、銀行・
信用金庫が 16.6％と民間金融機関のウエイ
トが低いことが分かる。また、国内銀行・
信用金庫の農林漁業向け貸出金シェアをみ
ると、16/3 月末で農林漁業はわずか 0.2%
にすぎない 22。

　以下では、まず政府系金融の日本政策金
融公庫によるアグリファイナンスをみたあ
と、系統金融の JAバンク、そして農業に
関係の深い地域金融機関のアグリファイナ
ンスをみる。

2.　日本政策金融公庫のアグリファイナンス

　日本政策金融公庫では、新規に農業経営
を開始する主体や新規に農業に参入する主

体に対する融資等、農業向けの各種融資制
度を運用している。
　こうした融資制度には、青年等就農資金、
経営体育成強化資金、スーパー L資金等が
あるが、そのうちのいくつかをピックアッ
プして融資制度の概要をみることとする。

（1）青年等就農資金
　新規就農する個人、法人を支援する資金

図 2　　　農林漁業向け貸出金残高（15/3 月末）

系統：農林中金、信農連、信漁連、農協、漁協
政府系：日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫、商工中金、日本政策投資銀行
銀行・信用金庫：国内銀行（日本銀行および政府関係機関を除く、国内法に準拠し
た銀行）および信用金庫

（出所）日本銀行「アグリファイナンスについて―�地域金融機関の取組みの現状と課
題―」日本銀行金融機構局金融高度化センター 2017.1.25
（原典）農林中金総合研究所「2015 年農林漁業金融統計」
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として 2014 年度より創設された無利子で
実質無担保・無保証人の融資制度である。
この制度で融資を受けた資金使途は、市町
村から青年等就農計画の認定を受けた「認
定新規就農者」による農業生産のための施
設・機械の取得のほか、家畜の購入費・育
成費、借地料の一括前払い等で、融資限度
額は 3,700 万円（特認 1 億円）、融資期間
は 12 年以内（据置期間 5年以内）である。
なお、この制度では農地等の取得費用は対
象とならない。

（2）経営体育成強化資金
　経営改善資金計画、または経営改善計画
を融資機関に提出した農業を営む個人、法
人・団体を対象とする融資制度である。資
金使途は、前向き投資や償還負担の軽減で
ある。
　このうち前向き投資は、農地等の取得の
ほか、改良・造成（農地の利用権を取得す
る場合の権利金等の一括支払いも対象とな
る）、農産物の生産、流通、加工、販売等
に必要な施設・機械等、家畜・果樹等の購
入費、新植・改植費用、育成費等が対象と
なる。
　一方、償還負担の軽減については、再建
整備として、農地等の取得・改良・造成や、
農業経営に必要な資材・施設等の取得・設
置のために生じた負債（制度資金等を除く）
の整理に必要な資金が対象となる。また、
償還円滑化として、既往借入金等の負債（制
度資金、土地改良事業負担金等）に関わる
支払いの負担を軽減するために経営改善計
画期間中の当該負債の支払いに必要な資金
が対象となる。

　融資限度額は、負担額の 80％で、認定
新規就農者（個人）、農業参入法人は 1億
5,000 万円以内、認定新規就農者（法人）
は 5 億円以内である。また、融資期間は
25 年以内（据置期間 3 年以内）で、認定
新規就農者が農地等を取得する場合で、融
資額 1,000 万円までは据置期間 5年以内と
なっている。

（3）スーパー L資金
　認定農業者（農業経営改善計画を作成し
て市町村長の認定を受けた個人・法人）を
対象として、農業経営改善計画の達成に必
要な資金を貸し付ける制度である。資金使
途は、次のように多岐に亘って認められて
いる。
農地等：取得、改良、造成
施設・機械：農産物の処理加工施設、店舗
等の流通販売施設
果樹・家畜等：購入費、新植・改植費用、
育成費
その他の経営費：規模拡大や設備投資等に
伴って必要となる原材料費、人件費
経営の安定化：負債の整理（制度資金は除
く）等
法人への出資金：個人が法人に参加するた
めに必要な出資金等の支払い
　また、融資期間は 25 年以内（据置期間
10 年以内）とされている。そして、融資
限度額は、個人が 3 億円（特認 6 億円）、
法人が 10 億円（同 20 億円）で、このうち
経営の安定化のための資金の融資限度額は
個人 6,000 万円（特認 1億 2,000 万円）、法
人 2億円（同 4億円）である。
　このスーパー L資金については、2015
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年度補正予算及び 2016 年度第二次補正予
算により、実質無利子化のための金利負担
軽減措置（TPP 対策特別枠）及び実質無
担保・無保証人貸付制度が措置された。ま
た、2017 年度において「人・農地プラン」
に基づき、競争力・体質強化に向けて意欲
的に生産拡大等に取り組む農業者等を支援
するため、（公財）農林水産長期金融協会
が利子助成することで、貸付当初 5年間の
金利負担が実質無利子となる制度が措置さ
れた。

（4）農業改良資金（農業者向け）
　農業経営における生産・加工・販売の新
部門の開始や、品質・収量の向上、コスト・
労働力の削除のための新たな取組みのため
の資金を無利子で融資する制度である。
　融資対象者は、エコファーマー、農商工
等連携促進法の認定を受けた農業者等、農
林漁業バイオ燃料法の認定を受けた農業者
等、米穀新用途利用促進法の認定を受けた
生産者等、六次産業化法の認定を受けた農
業者等である。
　融資条件については、返済期間が 12 年
以内（据置期間は原則 3年以内）、融資限
度額は個人が 5,000 万円、法人・団体が 1
億 5,000 万円に設定されている。
　資金使途は、農業改良措置に関する計画
の実施に必要な資金で、具体的には次のよ
うに多岐に亘って認められている。
施設・機械：農業生産用の施設・機械、農
産物の処理加工施設や販売施設
家畜・果樹等：家畜の購入費、果樹や茶等
の新植・改植費とそれぞれの育成費
農地の利用権の取得等：農地の利用権や農

業用施設・機械の賃借料等の一括支払い。
なお、農地等の取得費用は対象とならない。
品種の転換や特別の費用：品種の転換や営
業権の取得、研究開発に必要な資金等
需要の開拓：需要を開拓するための調査費
用、通信・情報処理機材の取得等
その他の経営費：農業改良措置の導入に必
要な資材費、雇用労賃などの初度的な経営
費

（5）スーパーW資金（農林漁業施設資金）
　認定農業者が設立した子会社が取組む加
工・販売等の事業を使途とする融資制度で
ある。融資対象は、認定農業者が加工・販
売などを行うために設立した法人（アグリ
ビジネス法人）であって、次の要件を満た
していることが必要である。
a. 株式会社：認定農業者が総株主の議決権
の過半数を有していること
持分会社：認定農業者が業務を執行する社
員の過半を占めていること
b. アグリビジネス強化計画を作成し特別融
資制度推進会議の認定を受けていること
　資金使途は、設備資金については、加工
場、レストラン、冷蔵庫、直売所等、農産
物の加工、保管、販売に関する事業、農家
民宿や体験型観光農園等、農業体験サービ
スに関する事業で、関連費用については加
工・販売事業の開始や多店舗展開時に必要
となる原材料費や資材費等、設備投資に関
連して必要となる費用である。
　融資条件については、融資期間が設備資
金 25 年以内（うち据置期間 5年以内）、関
連費用 10 年以内（うち据置期間 3年以内）
とされている。
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　また、融資限度額は原則として事業費の
80％以内に設定されている。

（6）食品流通改善資金（食品生産製造提携
事業施設）
　農林漁業者と加工食品メーカーとの提携
による安定的な取引関係の下で供給される
農林水産物を使用し、消費者ニーズに合っ
た高品質の加工食品を安定供給するための
資金を融資する制度である。
　融資対象は、食品製造の中小企業や事業
協同組合等と、農林漁業者や農業協同組合
等である。
　対象事業は、食品流通構造改善促進法の
規定により、農林水産大臣の認定を受けた
構造改善計画に基づく食品製造業者等と農
林漁業者等の提携事業である。なお、構造
改善計画は、提携する食品製造業者等と農
林漁業者等が共同で作成するもので、日本
政策金融公庫がその作成をサポートする。

　提携事業の要件としては、取引関係が 5
年以上継続することと、取引期間内に取引
量が概ね 2割以上増加することがある。
　融資期間は、10 年超 15 年以内（うち据
置期間 3年以内）で、融資限度額は負担額
の 80%以内に設定されている。
　この制度による融資を 2つのケースにつ
いてみることとする。
ケース 1：缶詰メーカーと農業者の提携
　スイートコーンを生産する農業者とそれ
を缶詰にする缶詰メーカーの提携の事例で
ある。
　スイートコーンは収穫時期が限定されて
いるうえ、鮮度保持の観点から短期間での
収穫が必要なため、農業者は大型の収穫機
械を導入するための資金需要がある。
　一方、缶詰メーカーは、農業者が生産す
るスイートコーンを全量購入する提携を
行っているが、高品質製品を製造するため、
缶詰製造ラインを更新するための資金需要

表 2　スーパー W 資金とスーパー L 資金との比較

（出所）日本政策金融公庫
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がある。
　そこで、両者はこの制度を活用して資金
を調達した。
ケース 2：漬物メーカーと農業者の提携
　大根を生産する農業者とそれを漬物にす
る漬物メーカーの提携の事例である。
　農業者は、大根を一次加工（整形・塩漬け）
して漬物メーカーに販売するが、大根の一
次加工品の加工場と保管倉庫の建設や、漬
物メーカーの増産要請に対応するために規
模拡大に必要となる収穫機械を導入するた
めの資金需要がある。
　一方、漬物メーカーは、大根の漬物を増
産するために漬物工場を改造して処理機械
を導入するための資金需要がある。
　そこで、両者はこの制度を活用して資金
を調達した。

（7）食品流通改善資金（食品生産販売提携
事業施設）
　食品販売業者と農林漁業者が提携して、
品質の高い生鮮食品等（加工食品を含む）
を消費者に提供することを目的として、産
地から小売段階までの一貫した品質管理シ
ステムを構築するための資金を融資する制
度である。
　融資対象は、食品販売の中小企業や事業
協同組合等と、農林漁業者や農業協同組合
等である。
　対象事業は、食品流通構造改善促進法の
規定により、農林水産大臣の認定を受けた
構造改善計画に基づく食品製造業者等と農
林漁業者等の提携事業である。なお、構造
改善計画は、提携する食品製造業者等と農
林漁業者等が共同で作成するもので、日本

政策金融公庫がその作成をサポートする。
　提携事業の要件としては、取引関係が 5
年以上継続することと、取引期間内に取引
量が概ね 2割以上増加するか、取引額が年
間 3,000 万円以上となること、多温度帯流
通等に係る流通新技術の導入または取引等
の情報システム化が図られること、消費者
情報が産地側へフィードバックされること
がある。
　融資期間は、10 年超 15 年以内（うち据
置期間 3年以内）で、融資限度額は負担額
の 80%以内に設定されている。
　この制度による融資を 4つのケースにつ
いてみることとする。
ケース 1：果実生産農家と果実卸売業者の
提携
　果実生産農家と提携している卸売業者
が、産地間競争と輸入に対抗するために高
品質商品の通年供給態勢を整備することを
目的として低温保管（CA貯蔵）・配送施
設を建設するための資金を本制度により借
入。
ケース 2：野菜生産法人と惣菜卸売業者の
提携
　野菜生産法人と提携している卸売業者
が、量販店向けに高鮮度のパック惣菜を製
造するために衛生的な生産態勢を整備する
ことを目的にして各種惣菜処理加工施設を
建設するための資金を本制度により借入。
ケース 3：農家・漁協等と食品スーパーの
提携
　農家・漁協等と提携している食品スー
パーが、価格訴求力のある高品質生鮮食品
を提供するために店頭品質管理を徹底する
ことを目的にして各種生鮮食品の販売施設
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の改良をするための資金を本制度により借
入。
ケース 4：採卵鶏農家と菓子販売業者の提
携
　採卵鶏農家と提携している菓子販売業者
が、生菓子の品質管理環境確保のため、温
度自動管理可能な施設を整備することを目
的にして販売店舗の建設、冷蔵ショーケー
ス・冷蔵庫の導入、衛生管理機器類の導入
をするための資金を本制度により借入。

3.　JA バンクのアグリファイナンス

　JAバンクは、JA、信連、農林中金で構
成されるグループの名称である。
　このうち、JA（農業協同組合）は、組
合員の農業経営の改善や生活向上のための
指導事業、農産物の集荷、販売や生産資材・
生活資材の供給等を行う経済事業、生命共
済や自動車共済等を扱う共済事業、貯金・
ローン・為替等の金融サービスを提供する
信用事業等を行っている。
　また、信連は、JA 系統信用事業の都
道府県段階の連合会組織である。信連は、
JAの事業運営をサポートする県域機能を
発揮するとともに、地域金融機関として
JAと連携して金融サービスを提供するこ
とにより、JAと一体となって地域に金融
サービスを提供している。
　一方、農林中央金庫は、農業協同組合
（JA）、漁業協同組合（JF）、森林組合（森
組）等の出資による協同組織の全国金融機
関で、協同組織のために金融の円滑化を図
ることを目的としている。
　以上、3者の役割分担としては、JAは、
認定農業者（農家）や集落営農組織、JA

出資法人等を主体に金融対応を行い、信連・
農林中金は、JAの取組みを推進・支援す
るとともに、JAの対応が困難な農業法人
等に対し、直接融資、または JA（信連）
との協調融資等により積極的な金融対応を
行っている。
　そして、JAバンクは、JA・信連・農林
中金が一体となり、農業メインバンクとし
ての地位確立、機能発揮をめざして農業金
融強化に取組んでいる。

（1）JAバンクの融資制度
　JAバンクによる主要な融資制度をみる
と次のとおりである。なお、JAバンクは
農業者の窓口となり日本政策金融公庫等の
貸付金の受託取扱いも行っている。
①農業近代化資金
　農業の担い手の経営改善を目的とする長
期で低利な制度資金である。施設の取得・
拡張、設備・機具購入、長期運転資金等、
幅広い資金使途に対応している。また、認
定農業者には、金利優遇等の特例がある。
②農業経営改善促進資金（新スーパー S資
金）
　認定農業者の農業経営に必要な運転資金
を低利で提供する短期の制度資金である。
設定した借入枠の範囲内で何度でも借入れ
と返済ができ、効率的に利用できる。
③アグリマイティー資金
　農地・設備の取得・拡張、設備・機具購
入から短期の運転資金まで、農業に関する
あらゆる資金ニーズに対応できる JAバン
ク独自の資金である。制度資金よりも迅速
な対応が可能であるとの特徴を持つ。�
④ JA農機ハウスローン
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　農業者が、農業生産向上のため農業機械
等を取得するに際し、迅速かつ簡便な審査
で借入することができる融資商品である。
⑤営農ローン
　農機具の購入や運転資金等、営農関係の
あらゆる資金に利用でき、迅速な対応が可
能な JAバンク独自の資金である。設定し
た借入枠の範囲内で何度でも借入と返済が
でき、効率的に利用できる。
⑥農林水産環境ビジネスローン
　農業法人等向けに、運転資金や設備資金
等の資金ニーズに応える資金である。金利
優遇のメリットが得られるうえ、担保や保
証人に関しても、より柔軟で借りやすい特
徴を持っている。

（2）担い手のニーズに応えるための取組み
　JAでは、本支店の農業融資担当者が営
農・経済部門等と連携しながら、農業融資
に関する資金提案や経営相談対応等を実施
している 23。そして、これを支える体制と
して豊富な農業金融知識を持った農業融資
の実務リーダーである担い手金融リーダー
を、2015 年度末時点で全国 659JA に 1,776
名配置している。
　また、2011 年度より、JA系統独自の農
業融資資格制度である JA バンク農業金
融プランナーを導入しており、合格者は
2015 年度末時点で全国に 7,970 名誕生して
いる。これは、農業融資の実務に即した資
格の取得を通じ、農業金融に関する知識・
ノウハウの一層の充実を図り、多様化・専
門化する農業者の金融ニーズに応えていく
ことを目的としたものである。�
　一方、各都道府県域では、JAのサポー

ト指導機能、農業法人等への融資相談機能
を担う県域農業金融センター機能を構築し
ている。

（3）JAバンクによる各種ファイナンス
　JAバンクでは、担い手に適した各種の
資金供給手法を活用している。
①アグリファンド
　アグリファンド（農業ファンド）は、農
業振興や環境に貢献する取組みを行う企業
に投資し、その成長を支援するもので、以
下のようにいくつかの種類が提供されてい
る。

a. アグリビジネス投資育成（株）プロパー
ファンド
　アグリビジネス投資育成株式会社は、農
業法人投資育成制度にかかる業務を行うた
め、JAグループと日本政策金融公庫の出
資により設立された法人である。
　なお、アグリビジネス投資育成は、自己
勘定による出資に加え、JAバンクとの連
携により、アグリシードファンド、復興ファ
ンド、さらに担い手経営体応援ファンドの
取扱いを行っている。2016年度投資実績（実
行ベース）は、74 件、1,182 百万円で、こ
のうち、自己勘定投資は 14 件、同投資額
574 百万円となっている。

b. アグリ・エコファンド
　日本アジア投資株式会社の 100% 子会社
である JAIC シードキャピタル株式会社が
無限責任組合員となって設立した農業・環
境分野特化型のファンドで、JAバンクア
グリ・エコサポート基金が有限責任組合員
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として 20 億円を出資している。

c. アグリシードファンド
　農業生産法人を含む農業法人へ資本を供
与する枠組みとして創設されたファンド
で、技術力のある農業法人へ出資し、地域
農業の担い手を育成することを目的とす
る。

d. 担い手経営体応援ファンド
　農業法人等の規模拡大ニーズに応えるた
めに 2013 年に設立されたファンドである。

e. 東北農林水産業応援ファンド
　東日本大震災で被災された農林水産業法
人等を支援することを目的に創設された
ファンドである。

② JA・6次化ファンド
　JAグループでは、2013 年 5 月に 6 次産
業化促進支援として、JA・6次化ファンド
（農林水産業協同組合ファンド）を設立し
た。このファンドは、担い手の所得向上を
支援するために、生産と販売のマッチング
機能強化や、需要拡大が見込める分野の事

業展開支援を行うものである。

③負債整理資金による経営支援
　JAバンクでは、農業者の債務償還負担
を軽減し、経営再建を支援するため、負債
整理資金を取り扱っている。

表 3　JA バンクのアグリファンドの投資累計実績　（単位 件、百万円）

（出所）JAバンク
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④動産担保融資の活用
　JA バンクでは、農畜産物や機械設備、
事業用車両等、動産を担保とした融資を行
い、不動産担保、個人保証に過度に依存し

ない融資への取組みを行っている。

⑤その他
　JAバンクでは、営農指導担当者・行政・

図 3

表 4　JA バンクの負債整理資金の負債整理資金貸出実績（2015 年度、単位 件、百万円）

注 1�農業経営負担軽減支援資金は、営農に必要な資金を借り受けたために生じた負債の借換えのための制度資金で、JAなどの融資機関において取り
扱っている。

注 2畜産特別資金は、過去の負債の償還が困難な畜産経営者に対する長期・低利の借換資金で、JAなどの融資機関において取り扱っている。
注 3その他は、都道府県独自の制度資金や、制度資金以外のプロパー資金（要綱資金、独自資金）による借換え資金等。

（出所）JAバンク

（出所）JAグループ
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関係団体等と連携した経営コンサルティン
グ機能や、アグリビジネス投資育成（株）
による出資、JA三井リース（株）によるリー
ス等、総合的な金融サービスを提供してい
る。
　また、生産者・JAと加工流通業者との
ビジネスマッチング、全国域・ブロックご
との商談会等の実施、農業振興・環境・社
会に貢献する JAバンクアグリサポート事
業等の取組みも行っている。
　なお、JAバンクアグリサポート事業で
は、2010 年度から地域農業の担い手を育
成するため、新規就農希望者（研修生）の
育成を行う農家等に対して費用助成を行う
新規就農応援事業を実施している。

4.　地域金融機関のアグリファイナンス

　上述のとおり、アグリファイナンスにつ
いては、日本政策金融公庫による政府系金
融と、JAバンクによる系統金融が、農業
関係者のさまざまな資金需要にマッチする
ファイナンスを提供している。
　一方、地域密着、リレーションシップバ
ンキングを経営のコンセプトとして掲げ
る地域金融機関は、人口減少、高齢化進行
等の要因が重なり、資金需要が減少して収

益の悪化に悩んでいる先が少なくない。こ
うした状況下、地方経済にとって重要な産
業分野である農業に対する融資拡大が、地
域金融機関の経営基盤を強化する 1つのソ
リューションとして考えられる 24。
　特に、少子高齢化により農業への従事を
ギブアップする農業者から引続き農業を継
続する農業者への農地の譲渡が増加してい
ることや、これまで農業と関係がなかった
異業種からの農業への参入から農業の大規
模化が進行している。これを農業経営体数
でみると、2017 年 2 月 1 日現在で 125 万
8,000 経営体で、前々年に比べ 8.7％減少、
前年に比べ 4.6％減少した 25。このうち、
組織経営体数は 3万 4,900 経営体で、前々
年に比べ 5.8％増加、前年に比べ 2.6％増加
し、農産物の生産を行う法人組織経営体は
2 万 1,800 経営体で、前々年に比べ 15.3％
増加、前年に比べ 4.8％増加した。
　また、農業経営体の 1経営体当たり経営
耕地面積は、2017 年 2 月 1 日現在で、全
国において 2.9ha となり、前々年に比べ
13.0％増加、前年に比べ 4.7％増加した。こ
のうち、北海道は 28.2ha となり、前々年
に比べ 6.2％増加、前年に比べ 3.8％増加
し、都府県は 2.1ha となり、前々年に比べ

表 5　JA バンクの動産担保融資実績（2015 年度、単位 件、百万円）

（出所）JAバンク
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14.3％増加、前年に比べ 4.5％増加した。
　そして、こうした農業の大規模化に伴う
法人化が増加する状況下、資金繰りや資材
の仕入れ、農作物の販売にあたっての収益
の観点からの指導等、地域金融機関が持つ
ノウハウを活用して農業従事者との関係を
強化することにより、延いては融資の開拓、
拡大につなげることが期待できると考えら
れる。

　以下では、地域金融機関の 2行がアグリ
ファイナンスの途を切り拓くためにさまざ
まな切り口で実施したプロジェクトをみる
ことにする。

①青森銀行
　青森銀行は、環境緑花工業株式会社が新
事業として手掛ける「寒冷地型植物工場」
（グリーンハウス）の新設及びグリーンハ

表 6　農業経営体数（全国）

図 4　　農業経営体の 1 経営体当たり経営耕地面積（全国、北海道、都府県）

（出所）農林水産省大臣官房統計部「平成 29 年農業構造動態調査」農林水産統計　2017.6.30

（出所）農林水産省大臣官房統計部「平成 29 年農業構造動態調査」農林水産統計　2017.6.30
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ウスでの 6次産業化事業に対して融資を実
行した 26。グリーンハウスは、未利用木質
資源を利用したバイオマスエネルギーの活
用に加え、地下水熱や高断熱二重フィルム
等を導入した低コストエネルギー植物工場
である。そして、青森銀行は、産学官金の
各分野との連携・協働によって展開される
この事業の事業価値に着目し、グリーンハ
ウスで栽培される野菜・果物等を担保とす
るABL（動産担保融資）を実行した。
　産学官金の各役割は次のとおりである。
＜産＞
・�木質バイオマス熱利用と地下水ヒートポ
ンプのハイブリッド加温システムの導入
・設備メンテナンス、改善提案
＜学＞
・栽培技術指導
・環境制御技術指導
・地下水、沢水の水温利用
＜官＞
・専門家派遣
・栽培技術者派遣
・補助金交付
・先進事例の視察
＜金＞＝青森銀行
・資金供給
・収支計画策定支援
・販路開拓支援

②京都銀行
　京都銀行は、新たに農業分野への参入
を検討している事者者を対象として、「企
業よる農業への参入セミナー」を開催し
た 27。このセミナーは、2016 年 4 月施行の�
改正農地法により緩和される企業の分野参

入要件や各種補助金活用などついての解説
と、農業分野に参入している企業に、農業
分野参入に至った経緯やこれまでの道りな
どついて、具体的事例を交えながら講演す
る、という内容となっている。
　また、同行では、京都信用金庫、京都中
央信用金庫、京都北都信用金庫との共同主
催で「きょうと農林漁業成長支援セミナー
＆相談会」も開催している 28。このセミナー
は、6 次産業化のポイントや取り組み事
例、農林漁業の成長産業化を支援するため
2014 年にオール京都体制で設立した「きょ
うと農林漁業成長支援ファンド」の内容と
活用方法、京都府の農業ビジネス支援策に
ついて解説する、という内容となっている。
　なお、きょうと農林漁業成長支援ファン
ドは、京都エリアを中心とした農林漁業
の 6次産業化に取り組む事業者への出資の
ほか、京都府内の農林漁業関係団体等と連
携して経営支援等の総合的なサポートを行
い、地元農林漁業の成長産業化を支援する
目的で設立されたファンドである 29。出資
者は、京都銀行、京都信用金庫、京都中央
信用金庫、京都北都信用金庫、�農林漁業成
長産業化支援機構、テクノロジーシードイ
ンキュベーション株式会社、京銀リース・
キャピタル�株式会社で、ファンドの規模
は総額 10 億円となっている。

5.　農業ファンド

　金融機関が地域農業をサポートする場合
に、まず融資が考えられるが、それと並
んで農業ファンドにより農業法人や農業関
連事業へ出資を行うといった投資も重要な
チャネルとなっている 30。
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　こうした農業ファンドの組成は、農地法
が 2016 年に改正されたことにより従来に
比し容易となっている。

（1）農地法の改正
　2009 年の農地法の改正では、法人によ
る農地の借用（リース）に対する規制は大
幅に緩和されて一般企業でも農地を借りる
ことが可能となったが、農地の所有は、農
業生産法人に限定するという規制は維持さ
れた。
　これに対して、2016 年改正農地法は、
農業の 6次産業化を通じて農業を成長産業
化するという基本的なコンセプトを背景と
して企業が農地を所有するにあたっての規
制が緩和された。なお、農地を所有できる
法人の呼び方は、2016 年改正農地法によ
り「農業生産法人」から「農地所有適格法
人」に変更された。
　まず、農地所有適格法人であるためには、
法人の形態が、農事組合法人�、株式会社（特
例有限会社を含む。ただし、発行する株式
の全部に譲渡制限が設けられている会社に
限る）、持分会社のいずれかであることが
必要である。�この要件自体は、改正前と
同様であり改正されていない。2016 年農
地法で改正されたのは、農地を所有できる
法人の要件である構成員・議決権要件と役
員要件である。改正前の農地法が定める構
成員要件は、農業生産法人の構成員（農事
組合法人は組合員、株式会社は株主、持分
会社は社員）の全員が、以下のいずれかに
適合している必要があった。
・�当該法人に対して農地の権利（所有権、
賃借権等）を提供した者�

・�当該法人の行う農業に常時（原則として
年間150日以上）従事する者�
・�当該法人に農作業の委託を行っている者
・�農地中間管理機構、地方公共団体、農業
協同組合または農業協同組合連合会�
・�当該法人との間で継続的な取引関係にあ
る等、当該法人の営む農業と関係のある
者（関連事業者）
　したがって、たとえば当該法人に対して
出資や貸付けを行うだけの者等、当該法人
の行う農業に関係のない者は当該法人の構
成員となることはできなかった。
　しかし、2016 年の改正によって、金融
機関や投資ファンド等による農地所有適格
法人に対する投資の促進と、それによる農
地所有適格法人の資金調達の容易化、経営
規模の拡大等の効果が顕現化している。

（2）農林漁業成長産業化ファンド
①六次産業化法
　2010 年に、六次産業化法（地域資源を
活用した農林漁業者等による新事業の創出
等及び農林水産物の利用促進に関する法
律）が成立した。六次産業化は、1次産業
の農林漁業と、2次産業の製造業、それに
3次産業の流通・販売業等の事業の一体推
進を図って、農林水産物に新たな付加価値
を生み出すことを意味する。
　そして、この法律では、地域資源を活用
した農林漁業者等による新事業の創出等と
して農林水産大臣が認定する総合化事業計
画が規定されている。これは、農林漁業者
等が、農林水産物及び副産物（バイオマス
等）の生産及びその加工又は販売を一体的
に行う事業活動に関する計画で、農林漁業
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者等の取組に協力する民間事業者（促進事
業者）も支援対象となる。
　具体的な支援措置としては、農業改良資
金融通法等の特例（償還期限及び据置期間
の延長等）、野菜生産出荷安定法の特例（指
定野菜のリレー出荷による契約販売に対す
る交付金の交付）等となっている。
　また、農林水産大臣及び事業所管大臣が
認定する研究開発・成果利用事業計画が規
定されている。これは、民間事業者等が、
上記の事業活動に資する研究開発及びその
成果の利用を行う事業活動に関する計画
で、種苗法の特例（出願料・登録料の減免）、
農地法の特例（農地転用許可に係る手続の
簡素化）等が支援措置とされている。
　こうした六次産業化により、農山漁村に
おける所得の向上、収益性の改善、雇用の
確保に結びつけ、農林漁業の発展と農山漁
村の活性化に寄与する取組身が行われてい
る。この六次産業化の促進策の 1つが、官
民連携による農業ファンド（農林漁業成長
産業化ファンド）である。

②A-FIVE
　2012 年、株式会社農林漁業成長産業化
支援機構法が制定、施行された。この法律
は、日本の食と農林漁業を再生するため、
官民が連携して資金供給や経営支援を行う
ことにより、農林漁業の成長産業化を推進
することを目的としている。
　農林漁業成長産業化支援機構は、英名の
Agriculture,� forestry�and� fisheries�Fund�
corporation� for� Innovation,�Value-chain�
and�Expansion�Japan�を略称したA-FIVE
と呼ばれる。A-FIVE は、国（出資総額

300 億円、産業投資支出）と民間企業（農
林中金、商工中金、食品加工会社等、出資
総額約 18 億円）が株主となる官民ファン
ドであり、出資等の手法により 6�次産業化
の取組みや地産地消の取組みを支援するこ
とを業務としている。
　A-FIVE は、対象事業活動支援団体の募
集、審査を行ったうえで支援を実行する。
なお、対象事業活動支援団体は、サブファ
ンドと呼ばれる。そして、同機構はサブファ
ンドを通じて、資本金の 50%を出資する。
　このように、A-FIVE は、サブファンド
を通じて、または直接出資をする事業体に
対して、サブファンドが行うハンズオン支
援に協力する等のフォローアップを実施す
ることにより関係投資先企業の価値の向上
を図る。そして、配当や一定期間経過後に
保有株式を売却することによりサブファン
ドが得た収益（直接出資の場合はA-FIVE
が直接）から配当を得ることで投資回収を
行う。

③サブファンドの状況
　これまで設立されたサブファンドは、す
べて投資事業有限責任組合として組成され
ている。そして、サブファンドの設立及び
運用を行う無限責任組合員（GP）となる
会社は、主として、案件組成力、事業性審
査力、経営支援実行力、および信用力とい
う観点から、機構が審査・選別を行うこと
となっている。
　一方、サブファンドに対する出資者は、
機構のほかに、メガバンク、地方銀行、農
林中央金庫、全国共済農業協同組合連合会、
信用金庫、信用組合、リース会社、コンサ
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ルティング会社、産業研究所、ベンチャー
キャピタル等である。
　2017 年 10 月 13 日現在で各地の地域金
融機関、メガバンクや事業会社等の出資者
とA-FIVE により設立したサブファンド
は、総数 48､ 設立総額は 695 億円、うち
A-FIVE 出資分 347.5 億円となっている。
また、サブファンドから 6次産業化事業体
への投資の状況は 118 社、74.6 億円（うち
A-FIVE 出資分 37.3 億円）である 31。

結語

　農業は、食料の安定供給、国土・環境の
保全、地方活性化等の役割を担う産業であ
るが、日本の農業は、就業人口の減少、耕
作放棄地の増加、農業所得の低下等、厳し
い状況におかれている。
　しかし、現在、さまざまな産業分野で活

用されている ICTの農業への活用により、
日本の農業が抱えるさまざまな課題を克服
して、農業を成長産業にするポテンシャル
は十分あると考えられる。また、そうした
農業 ICT 化に必要となるファイナンスの
面においても、官民双方においてさまざま
な施策が講じられている。
　そして、農業 ICT の進展による農業分
野の働き方改革が推進されて、それが若年
層の担い手の確保につながることが期待さ
れるところである。

図 5　A-FIVE の支援スキーム

（出所）農林漁業成長産業化支援機構
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